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総 務 部 財 政 課

１ 『地方公共団体の財政の健全化に関する法律』の概要

（１）目的

財政の健全化に関する比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負

担比率、資金不足比率）の公表の制度を設け、その比率に応じて、「財政の早期健全化および

財政の再生」ならびに「公営企業の経営の健全化」を図るための計画を策定する制度を定めると

ともに、策定された計画の実施の促進を図るための行財政上の措置を講じることにより、地方公

共団体の財政の健全化を図る。

（２）施行時期

・健全化判断比率の公表 平成20年度（平成19年度決算）から適用

・財政健全化計画の策定等 平成21年度（平成20年度決算）から適用

２ 平成23年度決算に基づく健全化判断比率および資金不足比率

Ｈ23比率 Ｈ22比率 ＜参考＞ 早期健全化基準

(1) 実 質 赤 字 比 率 － － 3.75％

(2) 連 結 実 質赤字比率 － － 8.75％

(3) 実 質 公 債 費 比 率 16.1％ 15.6％ 25.0％

(4) 将 来 負 担 比 率 229.4％ 239.5％ 400.0％

(5) 資 金 不 足 比 率 ＜参考＞ 経営健全化基準

病 院 事 業 － －

工業用水道事業 － －
20.0％

上水道供給事業 － －

流域下水道事業 － －

※実質赤字比率および連結実質赤字比率は、実質赤字額がないため、「－」としている。
※資金不足比率は、資金不足額がないため、「－」としている。

（参考） 健全化判断比率等の対象

特別会計

土地開発公社、道路公社、(独)滋賀県立大学、第三セクター等
※第三セクターは県が損失補償している団体に限る。
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［単位：百万円］

(1) 実質赤字比率

『一般会計等の実質赤字額』の標準財政規模に対する比率

一般会計等の実質赤字額 ▲1,273
＝ －

標準財政規模 311,638

※実質収支額が黒字のため、実質赤字額は負の値となる。

(2) 連結実質赤字比率

『全会計の実質赤字額（または資金不足額）』の標準財政規模に対する比率

連結実質赤字額 ▲17,809
＝ －

標準財政規模 311,638

※連結実質赤字額は、一般会計等、公営競技事業、病院事業、工業用水道事業、水道用水供

給事業、流域下水道事業の実質収支額または資金不足額を基に算定している。

※連結実質収支額が黒字のため、連結実質赤字額は負の値となる。

(3) 実質公債費比率

『一般会計等の元利償還金』および『公営企業債の償還に係る一般会計からの繰出金等（準元利

償還金）』の標準財政規模に対する比率（平成21年度～23年度の３カ年平均）

実質公債費Ⓐ（地方債元利償還金＋準元利償還金）－ Ⓐに係る普通交付税算入額

＝16.1％
標準財政規模 － Ⓐに係る普通交付税算入額

23年度決算 22年度決算 21年度決算

実 質 公 債 費 43,620 43,794 43,758

標 準 財 政 規 模 272,875 272,939 264,614 （３カ年平均）

実質公債費比率（単年度） 15.99％ 16.05％ 16.54％ ➡ 16.1％

※実質公債費および標準財政規模は、普通交付税算入額控除後の額である。

※平成21年度実質公債費比率は14.7％、平成21年度実質公債費比率は15.6％である。



- 3 -

［単位：百万円］

(4) 将来負担比率

『公営企業、出資法人等を含めた一般会計等が将来負担すべき実質的な負債』の標準財政規模

に対する比率

将来負担額Ⓐ 1,291,502 － 充当可能財源等Ⓑ 665,370
＝ 229.4％

標準財政規模 311,638 － 元利償還金に係る普通交付税算入額 38,763

将来負担額 Ⓐ

将来負担額 構成比 備 考

①地 方 債 現 在 高 1,015,109 78.6% 一般会計等の平成22年度末残高

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 312,398 24.2%

②債務負担行為に基づく支出予定額 49,549 3.9% 地方財政法５条経費に係る分を算入

③公 営 企 業 債 等 繰 入 見 込 額 41,965 3.2% 公営企業債の償還に係る一般会計
からの繰入見込額

④地方公共団体の組合等（関西広域連 － － 関西広域連合に係る地方債の償還
合）に係る負担見込額 および連結実質赤字額に対する負担

見込額

⑤ 退 職 手 当 負 担 見 込 額 177,229 13.7% 対象職員全員が、年度末に自己都
合により退職した場合の額を算入

⑥設立法人の負債額等負担見込額 7,650 0.6%

借入金残高および将来収支不足額
道 路 公 社 － － が道路事業損失補てん引当金を上

回る場合に算入

土 地 開 発 公 社 － － 県以外からの借入金が実質的な資
産の額を上回る場合に算入

滋賀県立大学（地方独立行政法人） － － 繰越欠損金がある場合に算入

第 三 セ ク タ ー 等 7,650 0.6%

滋 賀 県 環 境 事 業 公 社 4,831 0.4% 5,368百万円× 90%

滋 賀 食 肉 公 社 2,737 0.2% 3,041百万円× 90%

そ の 他 82 0.0% 滋賀県信用保証協会に係る損失補償

合 計 1,291,502 100.0%

※第三セクターの備考欄の記述は、「県の損失補償付債務残高×県の将来負担見込率」を表す。

充当可能財源等 Ⓑ

充当可能額 備 考

①充 当 可 能 基 金 額 45,832 地方債の償還等に充当可能な基金の総額（25基金）

②充 当可能 特定財源 7,555 地方債を財源とする貸付金の元利償還金、公営住宅使用料等

③普通交付税算入見込額 611,983 地方債現在高に係る今後の普通交付税算入見込額

合 計 665,370
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［単位：百万円］

(5) 資金不足比率

公営企業毎の資金不足額の事業規模に対する比率 （参考： 資金剰余額）

資金不足額（流動負債－流動資産） 病院 5,536

（法適用企業） ＝ 工水 2,824

事業規模（営業収益－受託工事収益） 水道 7,475

資金不足額（歳入－歳出－翌年度に繰り越すべき財源）

（法非適用企業）＝ 下水 682

事業規模（営業収益－受託工事収益）


